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禁 無断複写・転載飲食料品消費税率等の税制改正速 報

飲食料品に係る消費税率引下げに伴うその他の改正

1．改正のポイント

（1）内容

① 定期供給契約及び通信販売による飲食料品の譲渡に関する特例

特例税率１％を反映することが困難な取引への対応として、令和９年４月１日以後に行う飲食料品の譲渡の

うち次の取引は特例税率１％を適用せず８％とする。

対象取引特例区分

令和8年12月31日以前に締結した定期供給契約に基づき
令和９年３月３１日以前に対価の受領をしているもの（注2）

定期供給契約（注1）
の特例

通信販売の方法により令和8年12月31日以前に販売条件の提示が行われ
令和９年３月３１日以前に申し込みを受けたもの（注2）

通信販売
の特例

（注1） 定期供給契約とは不特定かつ多数の者に定期的に継続して供給する契約をいう。

（注2） いずれも１％税率を前提として契約又は条件提示をしているものを除く。

（注1） 総額表示義務とは、事業者が消費者に対してあらかじめ価格を表示する場合に、消費税を含めた税込価格を表示することを義務付けることをい

う。不特定かつ多数の者に販売等される取引が対象であり、店頭表示、チラシ広告、新聞・テレビの広告など表示媒体を問わず適用される。

（注２） 困難な事情として、夜間の値札の張り替え作業に対応できない、カタログや商品パッケージ自体に価格が印字されているなどが例示されている。

（注3） 異なる税率の表示を容認する特例であり、「税抜価格＋税」など税込価格を表示しない方法は、引き続き認められない。

８％１％８％適用税率

１％表示可８％表示可８％表示可１％表示可総額表示の特例

② 総額表示義務の特例

税率変更時に総額表示義務（注１）に直ちに対応することが困難な事情（注２）がある場合において、本来表示

すべき税込価格であると誤認されないための措置を講じているときは、税率変更前後の２か月間におい

て、税率の変更前又は変更後の税込価格（注3）を表示できる特例を設ける
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禁 無断複写・転載飲食料品消費税率等の税制改正速 報

飲食料品に係る消費税率引下げに伴うその他の改正

1．改正のポイント

（1）内容

③ 中間申告制度における前年度実績の計算方法の特例

飲食料品に係る消費税率の引下げにより納付税額が減少する事業者においては、改正前の8％税率によ

り計算された確定申告による納税額をもとに中間納税額を計算すると、中間申告税額が過大になることが

見込まれる。そこで令和9年４月１日以後に開始する中間申告対象期間について次の措置を講じる。

（注） 地方消費税額は国税分の中間

納付税額に78分の22を乗じて計

算する。

中間納付税額（国税分）申告回数
直前の課税期間の

確定消費税額（国税分）

－申告不要48万円以下

直前の課税期間の確定消費税額×6/12年1回48万円超
400万円以下

直前の課税期間の確定消費税額×3/12年3回400万円超
4,800万円以下

直前の課税期間の確定消費税額×1/12年11回4,800万円超

【特例措置の内容】

下表の「直前の課税期間の確定消費税額」について、当該直前の課税期間中に飲食料品に係る軽減税率8%（国税分6.24%）

が適用された取引を、特例税率1%（国税分0.78%）が適用されたものとして再計算した金額により中間納税額を記載できる。

本措置を適用する場合には、便宜的に仮決算による中間申告書の様式を使用する。

■ 中間申告書の提出の要否と中間申告納税額の計算

なお、簡易課税制度を適用する場合には、直前の課税期間において飲食料品の軽減税率が適用される取引につき、みなし

仕入れ税額を売上税額と同額とする特例の適用があるものとして中間納付税額を計算できる。

また、令和11年4月1日以後に開始する中間申告対象期間についても、上記と反対に、特例税率1％適用

取引を税率8％が適用されたものとして中間納税額を計算することができる措置が講じられる。


